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令和２年度日高市公営企業会計決算審査意見書 

 

 

１ 審査の対象 

令和２年度日高市水道事業会計決算 

令和２年度日高市下水道事業会計決算 

 

２ 審査の期間 

令和３年６月２２日から令和３年８月２日まで 

 

３ 審査の手続 

審査に当たっては、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼とし、担当職員の説明を聴取すると

ともに、例月出納検査及び定例監査結果を基に関係帳簿等の確認を行い、決算書及び附属書類が

地方公営企業法その他関係法令の規定に準拠して作成されているか、計数が経営成績及び財政状

態を適正に表示しているか審査した。 
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１ 水 道 事 業 会 計 

Ⅰ 審査の内容 

１ 収益的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

(単位：円) 

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

営 業 収 益 1,141,200,000 1,178,933,808 37,733,808 103.3% 1,129,223,408 49,710,400 4.4% 

営業外収益 99,119,000 137,695,519 38,576,519 138.9% 105,093,619 32,601,900 31.0% 

特 別 利 益 － － － － 6,233 △ 6,233 皆減 

合 計 1,240,319,000 1,316,629,327 76,310,327 106.2% 1,234,323,260 82,306,067 6.7% 

 

収益的収入の決算額は１，３１６，６２９，３２７円で、予算額を７６，３１０，３２７円（６．

２％）上回っており、前年度決算額と比較すると８２，３０６，０６７円（６．７％）の増加であ

る。 

 

 

(2) 支出 

(単位：円) 

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

営 業 費 用 1,184,122,000 1,085,947,631 93,389,369 91.7% 1,099,799,215 △ 13,851,584 △ 1.3% 

営業外費用 19,061,000 16,242,310 2,818,690 85.2% 12,010,669 4,231,641 35.2% 

特 別 損 失 37,000 16,222 20,778 43.8% 98,467 △ 82,245 △83.5% 

予 備 費 5,000,000 0 5,000,000 － 0 0 － 

合   計 1,208,220,000 1,102,206,163 101,228,837 91.2% 1,111,908,351 △ 9,702,188 △ 0.9% 

 

収益的支出の決算額は１，１０２，２０６，１６３円（執行率９１．２％）で、１０１，２２

８，８３７円の不用額を生じた。前年度決算額と比較すると９，７０２，１８８円（０．９％）の

減少である。 

なお、地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額は４，７８５，０００円であった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は２１４，４２３，１６４円である。ただし、消費税及び地方消費税抜きの損益につ

いては、後述「４ 経営成績」のとおり１４０，３９８，６６８円の純利益である。 
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２ 資本的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額であ

る。 

 

(1) 収入 

(単位：円) 

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

企 業 債 876,800,000 639,800,000 △ 237,000,000 73.0% 340,200,000 299,600,000 88.1% 

寄 附 金 1,000 0 △ 1,000 － 0 0 － 

負 担 金 13,811,000 5,500,000 △ 8,311,000 39.8% 33,934,000 △ 28,434,000 △83.8% 

県 補 助 金 0 0 0 － 1,000,000 △ 1,000,000 皆減 

国庫補助金 57,500,000 52,870,000 △ 4,630,000 91.9% 0 52,870,000 皆増 

合   計 948,112,000 698,170,000 △ 249,942,000 73.6% 375,134,000 323,036,000 86.1% 

 

資本的収入の決算額は６９８，１７０，０００円で、予算額を２４９，９４２，０００円（２６．

４％）下回っており、前年度決算額と比較すると３２３，０３６，０００円（８６．１％）の増加

である。 

 

 

(2) 支出 

(単位：円) 

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

建設改良費 1,345,883,000 908,755,155 160,506,845 67.5% 529,859,684 378,895,471 71.5% 

企 業 債 

償 還 金 
83,458,000 83,457,151 849 100.0% 77,222,453 6,234,698 8.1% 

返 還 金 91,000 90,706 294 99.7% － 90,706 皆増 

合   計 1,429,432,000 992,303,012 160,507,988 69.4% 607,082,137 385,220,875 63.5% 

 

資本的支出の決算額は９９２，３０３，０１２円（執行率６９．４％）であった。支出の主なも

のは、配水管布設工事である。 

なお、地方公営企業法第２６条の規定による繰越額は２７６，６２１，０００円であった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は２９４，１３３，０１２円の資金不足となり、繰越工事資金１，０００，００

０円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５２，５２８，２０４円、過年度分損益勘

定留保資金１０７，１４７，６５７円、減債積立金８３，４５７，１５１円及び建設改良積立金５０，

０００，０００円で補塡された。 



4 

 

３ 業務の状況 

区 分 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 増  減  数 増 減 率 備 考 

年度末給水人口 55,108 人 55,553 人 △ 445 人 △ 0.8％ 普及率 99.9％ 

年度末給水戸数 24,360 戸 24,220 戸 140 戸 0.6％   

年 間 配 水 量 7,763,495 ㎥ 7,739,607 ㎥ 23,888 ㎥ 0.3％   

年 間 有 収 水 量 7,204,417 ㎥ 7,084,029 ㎥ 120,388 ㎥ 1.7％   

有 収 率 92.8％ 91.5％ 1.3 ポイント     

本年度末の給水人口は５５，１０８人で、前年度と比較すると４４５人（０．８％）の減少、給水

戸数は２４，３６０戸で、前年度と比較すると１４０戸（０．６％）の増加となった。また、普及率

は９９．９％である。 

年間配水量は７，７６３，４９５㎥で、前年度と比較すると２３，８８８㎥（０．３％）の増

加、年間有収水量は７，２０４，４１７㎥で、前年度と比較すると１２０，３８８㎥（１．７％）

の増加である。 

なお、有収率は９２．８％で、前年度と比較すると１．３ポイントの増加となった。 

  

 

４ 経営成績 

本年度の利益については、経常利益が１４０，３９８，６６８円であり、特別利益ならびに特別損

失はないことから、当期純利益も１４０，３９８，６６８円となる。なお、前年度の純利益は８１，

２８７，８３０円であり、５９，１１０，８３８円（７２．７％）の増加である。 

 

 

５ 財政状態 

本年度末の財政状態を前年度末と比較すると、資産は、固定資産が４８４，２８３，８５６円の増

加、流動資産が３８１，７４０，４２３円の増加となり、資産合計は８６６，０２４，２７９円、９．

１％の増加となった。 

負債は、固定負債が５２９，９２１，１３３円の増加、流動負債が２４１，０２４，５１４円の増加

となり、負債合計は７２５，６２５，６１１円、２３．３％の増加となった。 

資本では、資本金が１２７，２２２，４５３円増加、剰余金が１３，１７６，２１５円増加したこと

から、資本合計は１４０，３９８，６６８円、２．２％の増加となった。 

これらのことにより、負債資本合計は、８６６，０２４，２７９円、９．１％の増加となった。 

 

 

６ 給水原価と供給単価について 

区 分 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 比 較 増 減 率 

給 水 原 価 124 円 78 銭 131 円 2 銭 △6 円 24 銭 △4.8％ 

供 給 単 価 134 円 77 銭 135 円 38 銭 △61 銭 △0.5％ 

差 益 9 円 99 銭 4 円 36 銭 5 円 63 銭  

給水原価については１２４円７８銭で、前年度と比較して６円２４銭（４．８％）減少した。 

また、供給単価については１３４円７７銭で、前年度と比較して６１銭（０．５％）減少した。 
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Ⅱ 審査の結果 

令和２年度の業務の状況、事業収益をみると、給水戸数や年間配水量は増加しているものの、給水人

口については前年度と比較して減少となっている。しかしながら、収益的収入については、営業収益、

営業外収益とも増加しており、全体として決算額は増加となった。 

収益的支出についても、営業費用が減少しており、全体として決算額は減少となった。 

当年度の純利益は１４０，３９８，６６８円となり、前年度の純利益８１，２８７，８３０円と比較す

ると５９，１１０，８３８円の増加となった。 

財政状態については、固定資産及び流動資産ともに増加となり、資産合計は増加となった。負債につ

いては、固定負債及び流動負債ともに増加となり、負債合計は増加となった。資本については、資本金

及び剰余金がともに増加となり、資本合計は増加となった。 

また、建設改良工事については、令和２年度第１工区の減圧弁更新工事が完了となったほか、配水管

の新設及び老朽管の布設替えが行われている。今後においても、施設の更新工事の実施など、多額な費

用が見込まれることとなることから、企業債の借入れを行う場合は、後年度負担が過度とならないよう

計画的な経営が求められる。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、いずれも関係法令の規定に準拠して作成され、そ

の計数は経営成績及び財政状態が適正に表示されており、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥当である

ことが認められた。 
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２  下  水  道  事  業 会 計 

Ⅰ 審査の内容 

１ 収益的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

(単位：円) 

区分 予算額 決算額 増減額 収入率 前年度決算額 増減額 増減率 

下

水

道 

事

業 

営 業 

収 益 
634,626,000 632,293,534 △ 2,332,466 99.6% 622,566,223 9,727,311 1.6% 

営 業 外 

収 益 
326,306,000 270,204,448 △ 56,101,552 82.8% 275,282,728 △ 5,078,280 △1.8% 

特 別 

利 益 
0 0 0 － 43,232 △ 43,232 皆減 

計 960,932,000 902,497,982 △ 58,434,018 93.9% 897,892,183 4,605,799 0.5% 

農

集

事

業 

営 業 

収 益 
9,402,000 9,805,329 403,329 104.3% 9,544,378 260,951 2.7% 

営 業 外 

収 益 
53,534,000 47,084,047 △ 6,449,953 88.0% 49,187,047 △ 2,103,000 △4.3% 

計 62,936,000 56,889,376 △ 6,046,624 90.4% 58,731,425 △ 1,842,049 △3.1% 

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

営 業 

収 益 
113,002,000 115,975,229 2,973,229 102.6% 111,806,354 4,168,875 3.7% 

営 業 外 

収 益 
41,377,000 41,377,744 744 100.0% 42,978,190 △ 1,600,446 △3.7% 

計 154,379,000 157,352,973 2,973,973 101.9% 154,784,544 2,568,429 1.7% 

合 計 1,178,247,000 1,116,740,331 △ 61,506,669 94.8% 1,111,408,152 5,332,179 0.5% 

 

収益的収入の決算額は１，１１６，７４０，３３１円で、予算額を６１，５０６，６６９円下回った。 
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(2) 支出 

(単位：円) 

区分 予算額 決算額 不用額 執行率 前年度決算額 増減額 増減率 

下

水

道 

事

業 

営 業 

費 用 
795,722,000 767,993,669 27,728,331 96.5% 759,059,350 8,934,319 1.2% 

営 業 外

費 用 
85,699,000 75,258,269 10,440,731 87.8% 98,966,620 △ 23,708,351 △24.0% 

特 別 

損 失 
122,000 17,170 104,830 14.1% 139,985 △ 122,815 △87.7% 

予 備 費 5,000,000 0 5,000,000 0.00% 0 0 － 

計 886,543,000 843,269,108 43,273,892 95.1% 858,165,955 △ 14,896,847 △1.7% 

農

集

事

業 

営 業 

費 用 
59,284,000 53,952,196 5,331,804 91.0% 53,290,720 661,476 1.2% 

営 業 外 

費 用 
2,012,000 2,002,281 9,719 99.5% 2,178,417 △ 176,136 △8.1% 

予 備 費 1,500,000 0 1,500,000 0.00% 0 0 － 

計 62,796,000 55,954,477 6,841,523 89.1% 55,469,137 485,340 0.9% 

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

営 業 

費 用 
150,055,000 138,174,535 11,880,465 92.1% 137,691,775 482,760 0.4% 

営 業 外 

費 用 
1,002,000 1,001,956 44 100.0% 1,064,297 △ 62,341 △5.9% 

予 備 費 1,500,000 0 1,500,000 0.0% 0 0 － 

計 152,557,000 139,176,491 13,380,509 91.2% 138,756,072 420,419 0.3% 

合 計 1,101,896,000 1,038,400,076 63,495,924 94.2% 1,052,391,164 △ 13,991,088 △1.3% 

 

収益的支出の決算額は１，０３８，４００，０７６円（執行率９４．２％）で、６３，４９５，９２

４円の不用額を生じた。 

なお、地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額はない。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は７８，３４０，２５５円である。ただし、消費税及び地方消費税抜きの損益について

は、後述「４ 経営成績」のとおり４１，９６８，３７６円の純利益である。 
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２ 資本的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

(1) 収入 

(単位：円) 

区分 予算額 決算額 増減額 収入率 前年度決算額 増減額 増減率 

下

水

道 

事

業 

企 業 債 864,200,000 494,700,000 △ 369,500,000 57.2% 293,400,000 201,300,000 68.6% 

国 庫 

補 助 金 
191,000,000 99,000,000 △ 92,000,000 51.8% 0 99,000,000 皆増 

分 担 金 

及 び 

負 担 金 

6,479,000 3,163,254 △ 3,315,746 48.8% 16,216,152 △ 13,052,898 △80.5% 

他 会 計 

補 助 金 
30,071,000 30,071,000 0 100.0% 35,025,000 △ 4,954,000 △14.1% 

計 1,091,750,000 626,934,254 △ 464,815,746 57.4% 344,641,152 282,293,102 81.9% 

農

集

事

業 

企 業 債 － － － － － － － 

分 担 金 

及 び 

負 担 金 

1,000 600,000 599,000 60,000.0% 600,000 0 － 

計 1,000 600,000 599,000 60,000.0% 600,000 0 － 

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

企 業 債 －  －  － － － － － 

基 金 

収 入 
52,000 51,180 △ 820 98.4% 51,390 △ 210 △0.4% 

計 52,000 51,180 △ 820 98.4% 51,390 △ 210 △0.4% 

合 計 1,091,803,000 627,585,434 △ 464,217,566 57.5% 345,292,542 282,292,892 81.8% 

 

資本的収入の決算額は６２７，５８５，４３４円で、予算額を４６４，２１７，５６６円（５７．

５％）下回っている。 

なお、分担金及び負担金のうち、受益者負担金については、１，５０５，２２０円（下水道事業９０

５，２２０円、農集事業６００，０００円）であった。 
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(2) 支出 

(単位：円) 

区分 予算額 決算額 不用額 執行率 前年度決算額 増減額 増減率 

下

水

道 

事

業 

建 設 

改 良 費 
1,036,054,000 536,969,902 63,922,098 51.8% 225,549,555 311,420,347 138.1% 

企 業 債

償 還 金 
493,521,000 493,519,696 1,304 100.0% 524,152,808 △ 30,633,112 △5.8% 

計 1,529,575,000 1,030,489,598 63,923,402 67.4% 749,702,363 280,787,235 37.5% 

農

集

事

業 

建 設 

改 良 費 
5,077,000 4,642,000 435,000 91.4% 3,080,000 1,562,000 50.7% 

企 業 債 

償 還 金 
9,288,000 9,287,750 250 100.0% 9,112,197 175,553 1.9% 

計 14,365,000 13,929,750 435,250 97.0% 12,192,197 1,737,553 14.3% 

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

建 設 改

良 費 
－ － － － － － － 

企 業 債 

償 還 金 
20,112,000 20,112,000 0 100.0% 11,034,000 9,078,000 82.3% 

投 資 52,000 51,570 430 99.2% 51,000 570 1.1% 

計 20,164,000 20,163,570 430 100.0% 11,085,000 9,078,570 81.9% 

合 計 1,564,104,000 1,064,582,918 64,359,082 68.1% 772,979,560 291,603,358 37.7% 

 

資本的支出の決算額は１，０６４，５８２，９１８円（執行率６８．１％）であった。 

支出の主なものとしては、下水道事業の建設改良費において、天神橋ポンプ場下流圧送管布設工事

及び汚泥脱水設備更新工事等が実施された。また、天神橋ポンプ場建設工事付帯工事が実施された。 

なお、地方公営企業法第２６条の規定による繰越額は８７，１６４，０００円で、継続費逓次繰越

額は３４７，９９８，０００円であった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は４３６，９９７，４８４円の資金不足となり、過年度分損益勘定留保資金２８５，１

１７，５９４円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３６，３７１，８７９円、当年度

分損益勘定留保資金６４，２４０，３７７円及び減債積立金５１，２６７，６３４円で補塡された。  
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３ 業務の状況 

項    目 区   分 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 増 減 数 増 減 率 備 考 

年 度 末 処 理 

区 域 面 積 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

557.05ha 

24.00ha 

157.80ha 

556.63ha 

24.00ha 

157.80ha 

0.42ha 

0ha 

0ha 

0.1％ 

0％ 

0％      

年 度 末 処 理 

区 域 内 人 口 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

33,768人 

551人 

7,200人 

33,962人 

562人 

7,250人 

△194人 

△11人 

△50人 

△0.6％ 

△2.0％ 

△0.7％   

年度末水洗化

済 人 口 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

33,268人 

513人 

7,200人 

33,416人 

524人 

7,250人 

△148人 

△11人 

△50人 

△0.4％ 

△2.1％ 

 △0.7％   

年度末水洗化

済 戸 数 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

14,734戸 

221戸 

3,280戸 

14,598戸 

216戸 

3,252戸 

136戸 

5戸 

28戸 

0.9％ 

2.3％   

0.9％  

年度末普及率 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

60.5％ 

1.0％ 

13.1％ 

60.1％ 

0.9％ 

13.0％ 

0.4ポイント 

0.1ポイント 

0.1ポイント 

             

 

対 行 政 

人 口 比 

年 間 汚 水 

処 理 水 量 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

3,982,768㎥ 

67,045㎥ 

827,188㎥ 

4,211,862㎥ 

69,929㎥ 

818,537㎥ 

△229,094㎥ 

△2,884㎥ 

8,651㎥ 

△5.4％ 

△4.1％  

1.1％   

年間有収水量 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

3,407,687㎥ 

57,767㎥ 

739,846㎥ 

3,355,539㎥ 

56,510㎥ 

722,357㎥ 

52,148㎥ 

 1,257㎥ 

17,489㎥  

1.6％ 

2.2％    

2.4％   

 

有 収 率 

 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

85.6％ 

86.2％ 

89.4％ 

79.7％ 

80.8％ 

88.2％ 

5.9ポイント 

5.4ポイント 

1.2ポイント 

 

  

 

下水道事業については、本年度末の水洗化済人口は３３，２６８人で、前年度末と比較して１４８

人（０．４％）の減少、水洗化済戸数は１４，７３４戸で、前年度末と比較して１３６戸（０．

９％）の増加となった。年間汚水処理水量は３，９８２，７６８㎥で、前年度末と比較して２２９，

０９４㎥（５．４％）の減少、有収率は８５．６％で、前年度末と比較して５．９ポイント増加し

た。 

農業集落排水事業については、本年度末の水洗化済人口は５１３人で前年度末と比較して１１人

（２．１％）の減少、水洗化済戸数は２２１戸で、前年度末と比較して５戸（２．３％）の増加とな

った。年間汚水処理水量は６７，０４５㎥で、前年度末と比較して２，８８４㎥（４．１％）の減

少、有収率は８６．２％で、前年度末と比較して５．４ポイント増加した。 

コミュニティ・プラント事業については、本年度末の水洗化済人口は７，２００人で、前年度末と

比較して５０人（０．７％）の減少、水洗化済戸数は３，２８０戸で、前年度末と比較して２８戸

（０．９％）の増加となった。年間汚水処理水量は８２７，１８８㎥で、前年度末と比較して８，６

５１㎥（１．１％）の増加、有収率は８９．４％で、前年度末と比較して１．２ポイント増加した。 
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４  経営成績 

本年度については、経常利益が４１，９６８，３７６円であり、特別利益ならびに特別損失はない

ことから、当年度純利益は４１，９６８，３７６円となる。なお、前年度の純利益は４４，９４９，

８０６円であり、２，９８１，４３０円減少した。 

 

 

５  財政状態 

本年度末の財政状態を前年度末と比較すると、資産においては、有形固定資産が１４，３５５，５

３０円減少し、流動資産が３８，３３１，２３９円増加したことなどから、資産合計は２４，０２

７，２７９円の増加となった。 

負債合計では、未払金の増加があったが、長期前受金収益化累計額の減により１７，９９２，２７

７円の減少となった。 

資本合計では、資本金及び剰余金の増により４２，０１９，５５６円の増加となった。 

これらのことにより、負債及び資本の合計は２４，０２７，２７９円、０．２％の増加となった。 

 

 

６  処理原価と使用料単価について 

区 分 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 比 較 増 減 率 

処 理 原 価 153 円 79 銭 155 円 60 銭 △1 円 81 銭 △1.2％ 

使 用 料 単 価 157 円 26 銭 158 円 58 銭 △1 円 32 銭 △0.8％ 

差 益 3 円 47 銭 2 円 98 銭 49 銭  

処理原価については１５３円７９銭で、前年度と比較して１円８１銭（１．２％）減少した。ま

た、使用料単価については１５７円２６銭で、前年度と比較して１円３２銭（０．８％）減少した。 

その結果、差益は３円４７銭となり、前年度と比較して４９銭の増加となった。 
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Ⅱ 審査の結果 

令和２年度の経営成績をみると、収益的収入においては、農業集落排水事業の収益が減少したが、

下水道事業及びコミュニティ・プラント事業の収益で増加となり、全体の決算額としては増加となっ

た。 

また、収益的支出においては、下水道事業の支出が減少しており、その他の事業で増加となった

が、全体の決算額は減少となった。 

このほか、資本的収入においては、下水道事業が増加し、その他の事業も前年度並みであり、全体

の決算額も増加となった。さらに、資本的支出においては、すべての事業で増加し、全体の決算額も

増加となった。 

下水道事業、農業集落排水事業及びコミュニティ・プラント事業の事業収益合計は１，０４９，９

１２，３８０円で、事業費用合計１，００７，９４４，００４円を差し引くと、令和２年度の純利益

は４１，９６８，３７６円となり、前年度と比較して２，９８１，４３０円の減少となった。 

キャッシュ・フロー計算書では、令和２年度末における現金・預金は、資金期首残高と比較して３

１，６５７，９８６円の増加となっており、有形固定資産の取得による支出の増加があったが、業務

活動による収入及び建設改良費等の財源に充てるための企業債の増加がより大きかったことが主な要

因である。令和２年度末における現金・預金の残高は５１６，４８４，５０６円で、これらの現金

は、主に建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還などの財源に用いられるものと考えられる

が、経年による各種更新工事が予定されていることから計画的な経営が求められる。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、いずれも関係法令の規定に準拠して作成され、

その計数は経営成績及び財政状態が適正に表示されており、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥当で

あることが認められた。 
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